




























田 中 素 香
は、岩波新書より ユーロ危機とギリシャ反乱 ユーロ 危機の中の統一通貨 、有斐閣













私が西ドイツに留学したのが 年から 年でもう 年も前になります。その頃の
ヨーロッパにはまだソ連・東欧圏と西側諸国という区別があり、ドイツは統一していませ























































から始まり、 年あまりの間はこの カ国体制で統合を進めてきました。 年にイギリ
スが加盟します。 の成立から 年以上もたって、イギリスが に加盟をしたので
激動するヨーロッパ情勢と の将来
す。そのときにアイルランドとデンマークも一緒に加盟し、 を というようにな
りました。 カ国なので と言っていたんですね。次に南欧諸国が に入ります。
ギリシャが 年、スペイン、ポルトガルが 年に入る。そしてソ連が崩壊したことに
よって中立主義が意味をなくしてしまい、 年にはフィンランド、スウェーデン、オー
ストリアの中立 カ国が加盟しました。さらに 年には となりました。 カ国から












































す。イギリスは 世紀の後半から第 次大戦までは 超大国 でした。世界中に大植民地
をもちイギリスのポンドを基軸通貨とする大英帝国は、 世界に陽の沈むところがない
と言われた大帝国でした。それでも 回の戦争を経て、さすがにこの超大国の地位が入れ
















年代、 年代、 年代での各国の年平均経済成長率を見ますと、 年代はドイツ




































































期をみると、 年にポーランドなど カ国が に加盟した時と、ブルガリア、ルーマ
ニアが入ったときです。つまり、 に東欧諸国が加盟してくると、彼らの賃金水準がイ




















高い。 やはり に残らないと大変だ という現状分析もちゃんとできる。一方で離脱
を支持したのは高年齢層、低学歴、小都市や田舎に住む人たちです。このように、残留・
離脱の支持者層ははっきり分かれているんです。それはアメリカのトランプ政権誕生時も











合したんです。しかし、今は （英国独立党）の支持率は下がりました。 月 日





































































































































































































は 勝ち組 で、フランスは 負け組 です。ユーロ圏は平均すると 負け組 ですね。
フランスの大統領選については、今年 月 日に第 次投票があり、上位 人が決選投














































































































































です。 年から 年までに の中国からの輸入額は 倍に増えています。それか




















































































あろうかと思います。そして、 番目はイギリスの 離脱という、イギリスと との
























































田中 は 億ユーロと言っています。 兆 億円ぐらいですか。これについて









兆円払え そんなもの払えるか というところから始まるんです。初めから 払いま
す と言ったら、払うほうが負けですし。 は、 いや、もうお金なんか要りません。
もう予算のことはしょうがないですね と言うはずもない。一部は出さなければいけない
お金なんです。撤退の費用までどうするかというのは、これは交渉事項なんです。だから







うことに関わってきます。イギリスが 払わない と言ったら、 じゃあ、われわれも、


























































































































































は払ってあげる。 の ％、 ％という支援を がするわけです。そこで現地で産
業を起こし雇用して労働者の訓練を行っていく。その国で、国ごとに成長しましょうとい


















































































































































































（本稿は、平成 年 月 日、大阪商業大学 号館 階 教室で開催された講演会の記
録である）
